
1 
 

2016 年 12 月 16 日 

（一社）日本船主協会 
 

2016 年海運界重大ニュース 

 

〇 海事産業界が連携して PR 活動を拡大～「船ってサイコ～2016」を展開 

当協会は、政府および日本財団が中心となり推進した「海と日本プロジェクト」の一

環として昨年度に引き続き「船ってサイコ～2016」と銘打ち、船に親しんでいただくた

めの様々なイベントを展開した。今年度は、商船の一般公開に加え、関係団体の協力を

得て造船所の見学会を開催するなど、海事産業界が連携を強めて、昨年度にも増して PR

活動を拡大した。また、学校教育において海事産業の重要性が取り上げられるよう、関

係各方面に働きかけるとともに、各種見学会に小・中学校の教師や児童・生徒を招待す

るなど海事産業への理解増進に努めた。 

 

〇 2017（平成 29）年度税制改正で海運 5 税制の拡充・延長が実現 

本年度は、海運関連の 5 つの税制（トン数標準税制、船舶の特別償却制度、船舶の圧縮

記帳（買換特例）制度、中小企業投資促進税制、地球温暖化対策税の還付措置）が一度に

要望時期を迎えた。極めて厳しい環境であったが、海運業界は外航、内航、旅客船が一丸

となり、また、国土交通省や造船業界等とも連携しつつ国会議員への陳情活動等を精力的

に行った結果、2016（平成 28）年 12 月 8 日に発表された与党税制改正大綱において、何

れもほぼ要望どおりの内容で認められた。 

 

〇 大手 3 社が定期コンテナ船事業統合契約を締結 

川崎汽船、商船三井、日本郵船の大手 3 社は、2016（平成 28）年 10 月 31 日、コン

テナ船事業を統合すると発表した。関係当局の許認可等を前提に事業統合を目的とした

合弁会社を 2017（平成 29）年 7 月 1 日に設立し、2018（平成 30）年 4 月 1 日から事業

を始める。新合弁会社の船隊規模は、3 社合計で約 140 万 TEU（業界 6 位、世界シェア

約 7％。発表時点）に相当する。定期コンテナ船市況は、世界経済の成長鈍化や資源安

で需要が低迷する一方、発注済みの大型船の竣工が続き、歴史的低水準にあり、2016（平

成 28）年 8 月末には韓国最大手の韓進海運が経営破綻した。 
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〇 海運業界に大きなインパクトを与える環境規制の導入が決定 

2016（平成 28）年 9 月 8 日にフィンランドが加入したことにより、バラスト水管理

条約が発効要件を充足し、2017（平成 29）年 9 月 8 日に発効することとなった。これ

により、すべての外航船は原則としてバラスト水処理装置を搭載し運用することが求め

られる。また、10 月の IMO MEPC（海洋環境保護委員会）において、一般海域におけ

る舶用燃料油の硫黄分の規制値（現行 3.5％以下）を 0.5%以下に強化する時期が 2020

（平成 32）年に決定された。さらに、温室効果ガス（CO2）削減対策として、新たに燃

料消費実績報告制度を導入するための条約改正案が採択されるなど、海運業界に大きな

影響を及ぼす環境関連規制の成立が相次いだ。 

 

〇 商法（運送・海商関係）が制定以来 120 年振りの見直し 

1899（明治 32）年の商法制定以来ほとんど改正されていなかった運送・海商に関す

る規定が、約 2 年間に及ぶ法制審議会商法部会での審議を経て 2016（平成 28）年 2 月

12 日に改正要綱が決定された。改正要綱では荷送人による危険物に関する規定、定期

傭船契約に関する規定など、制定以来の社会・経済情勢の変化、関係者間の合理的利害

調整の観点から見直しが図られている。10 月 18 日には「商法および国際海上物品運送

法の一部を改正する法律案」として閣議決定された。 

 

〇 パナマ運河で新閘門開通、新通航料体系・料金が適用開始 

パナマ運河新閘門は、2007（平成 19）年 9 月の着工から約 9 年を経て、2016（平成

28）年 6 月 26 日に漸く開通、LNG 船も含め大型船型が通航可能となった。また、新閘

門開通に伴い、船種毎の新通航料体系・料金が全面適用された。一方、これらの動きを

受け、スエズ運河では 2016（平成 28）年 3 月以降、一定条件下で大幅な通航料値引き

を実施。両運河間で通航環境整備や通航料に関し、ユーザー視点に立った競争の活発化

が期待される。 

 

〇 世界各地における海賊の脅威が続く 

ソマリア沖・アデン湾では、わが国をはじめとする各国の海賊対処活動が大きな成果

をあげるとともに、民間武装ガードの採用など商船側の自衛措置が奏功し、海賊発生件

数は 2013（平成 25）年以降、激減している。しかし、依然として海賊の脅威は払拭さ

れていない状況にあることから、わが国はこれまでの護衛艦 2 隻態勢から 1 隻態勢に変

更するものの、引き続き海賊対処活動を継続することを閣議決定した。 

全体的には海賊件数は昨年から減少したが、東南アジア（スールー海）や西アフリカ・

ギニア湾周辺では、ハイジャック事件も含め発生件数が増加している。 
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〇 内航海運の将来像を描く新たな内航ビジョン策定に向けた議論開始 

国土交通省は、2016（平成 28）年 4 月、「内航海運の活性化に向けた今後の方向性検

討委員会」を設置し、中長期の内航海運の姿を見据えた今後の内航海運のあるべき姿と、

それに向けて関係者が取り組むべき方向性についての検討を開始。同年 7 月、早急に着

手すべき 5 つの取り組み（産業構造強化、船員確保・育成、船舶建造、業務効率化およ

び新規需要獲得）を中間とりまとめとして整理し公表した。今後も引き続き、概ね 10

年後を見据えた議論を深めていくこととしている。 

 
以上 


